
津波による漂流家屋の付加抵抗を考慮した家屋流失限界評価 

 

埼玉大学  学生会員  ○近藤 康太 

                              埼玉大学   正会員   田中 規夫 

埼玉大学   正会員  八木澤 順治                           

１． 目的        

東北地方太平洋沖地震により発生した津波は，海岸構造物や海岸林の多くを破壊し，後背地の家屋に甚大な被害

をもたらした．本研究は仙台平野の家屋流失実態，海岸林の破壊実態，浸水深などを調査するとともに，数値解析

により流失した家屋が背後の構造物被害，ならびに，津波に対する減衰効果の変化に与える影響を評価する事を目

的とする． 

２．研究内容  

 (1)仙台平野における津波被害実態調査： 2011 年 3～5 月の期間に，海岸林，家屋の顕著な被害が確認された 18

個の計測 Line(表-1)を一次選定し，1Line あたり 10 前後の津波痕跡浸水深を計測するとともに，周辺の海岸林や家

屋の被災状況を調査した．本研究の目的は家屋流失の有無による影響評価であるため，家屋の密集度が異なる 2Line

における評価が必要となる．そこで，一次選定した18Lineのうち，若林区Line6(家屋の密集度が高い)，若林区Line8(家

屋の密集度が低い)の 2Line を二次選定した．なお，樹木破壊や堤防の破壊のタイミングといった問題は既往研究(田

中ら，2012)によって検討されている．本研究では樹木破壊があり，未破堤であるという点では 2Line とも同様の条

件で家屋密集度の差を直接比較することが可能な場所を選定した．  

(2)非線形長波モデルによる数値計算： (1)の 2Line において，数値計算により津波浸水深を再現した上で， 津波

によって家屋に作用する抗力や抗力によるモーメントを算出する．そのため，非線形長波方程式を用いた津波の平

面二次元計算を実施した．図-1 に Line6 に設定した地形条件を一例として示す．境界条件は，沖合で周期 30 分の

正弦波を汀線で観測された波高となるように与え，第一波の押し波のみを考慮した．図-2 には樹木破壊判定を含む

モデル(破壊限界モーメントを越えた樹木の Cdを 1.0 から 0.2 に変更)の最大浸水深の計算結果を示す．図-3はモー

メント指標 u
2
h

2（u：流速，h：浸水深）の最大値を植生・家屋ありで計算した結果を示したものである．家屋の流

失状況と u
2
h

2を比較すると家屋流失率が 0% となった地点で u
2
h

2
=34(m

4
/s

2
)となる．この値を家屋の流失限界と定義

し，この値を超えると樹木と同様に家屋は流失と判定(Cdを 2.1 から 0.0 に変更)される．される．図-4,5 に家屋が

密集する若林区 Line6で流失家屋の付加抵抗の効果について検討した結果を示す．図-4より密集した家屋群内では，

破壊・流失した家屋が流れに与える抗力を考慮した A2(流失家屋の Cd=1.2)や，A3(A2 に加え流失家屋が集積するこ

とによる付加抵抗を考慮)の方が，A1(流失家屋の Cd=0)に比べて痕跡浸水深を精度よく評価できていることが分か

る．A2 は家屋としての形状を維持しているものや瓦礫となって流失する家屋を総合して流れに与える抗力の効果を

考慮したものである．また，A3 は A2 に加え流失家屋が直背後に立地する家屋(せき止め家屋)に集積されることに

よって生じる流れに対する投影面積の拡大(図-6)と流体力の作用位置の変動によるモーメントの増加(図-7)という 2

つの現象を表現する．また，図-5よりモーメント指標からも流失家屋の付加抵抗を考慮した A3 が最も実際の流失

状況を精度よく表現できたことから，破壊を伴う現象には本研究のモデル化が有効であることがわかる． 

３．主要な結論      

(1) Line8 より家屋の流失限界はモーメント指標 u²h²=34.4(m
4
/s

2
)と定義される． 

(2)流失家屋の背後への付加抵抗を考慮することは津波被害を精度良く評価するために重要である． 
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図-2若林区 Line8 での計算結果  

(W1:樹木破壊を考慮せず Cd=1.0で固定，W2：樹木破

壊判定を考慮し，破壊後に Cd=0.2 に変更) 

 

図-1 若林区 Line6 で設定したモデル地形 

 

図-3 若林区 Line8 でのモーメント指標の縦断変化 

(W3:海岸樹林有り，W4:海岸樹林無し) 

 

図-4若林区 Line6 での最大浸水深の縦断分布 

 (A1:流失家屋の Cd=0と仮定，A2:流失家屋の Cd=1.2

と仮定，A3:流失家屋の付加抵抗を考慮) 

 

図-5若林区 Line6 でのモーメント指標の縦断変化

(A1:流失家屋の Cd=0 と仮定，A2:流失家屋の Cd=1.2

と仮定，A3:流失家屋の付加抵抗を考慮) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-6流下方向の横断図による投影面積の拡大(正面図) 図-7流体力の作用位置の変動(側面図) 

表-1仙台平野における現地調査箇所一覧 
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